様式第１号（第４条、第７条関係）
年度働く世代のフレイル予防推進事業計画（報告）書
１　申請者
	団体名
	

	代表者名
	

	担当者名
	

	連絡先
	（電話番号）
	（電子メール）


２ 事業の概要

（１）事業目的
（２）事業内容
（３）実施期間
（４）実施体制
（５）参加（想定）人数
（６）その他参考となる事項
（７）他の補助金の活用の有無（　有　・　無　）

 　※有の場合、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先を記載すること
（８）消費税の取扱い（次のいずれかに○をしてください）
（　）①免税事業者

（　）②簡易課税事業者（確定申告月： 月申告）

（　）③特定収入割合が５％超の公益法人等

（　）④上記のいずれでもない

【補助対象経費における消費税の取扱い及び添付（追加提出）資料】
	区分
	消費税の取扱い
	添付（追加提出）資料

	①
	消費税額を補助対象経費に含めて算定基準額を算出すること
	補助事業実施年度の前々年度に係る法人税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び決算書等、免税事業者であることを確認できる資料

	②
	
	補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）
※確定申告が当該補助金の交付申請日以降の場合は確定申告後、速やかに提出すること

	③
	
	特定収入の割合を確認できる資料

	④
	消費税額を補助対象経費に含めず算定基準額を算出すること
	なし


様式第２号（第４条、第７条関係）
年度働く世代のフレイル予防推進事業収支予算（決算）書
１　収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	予算額
	決算額
	差引増減額
	内訳

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※収入の内容を具体的（補助金、謝金等）に記載すること
２　支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	予算額
	決算額
	差引増減額
	内訳

	報償費
旅費
需用費
消耗品費
食糧費

　印刷製本費
役務費
通信運搬費
　広告料
　手数料
　保険料

使用料及び賃借料
その他

	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※内訳欄に支出経費を具体的に記載すること
